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｢携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在 り方に関する懇談会報告

書｣ (莱)に関し､別紙のとおり意見を提出します｡
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意見書 ｢携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会報告書｣ 別紙

頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見

制度化の理念 きと考える ○ 

16,17 
頁

28.-2 マルチメディア放送については､従来の地上放

送と同様に､より多くの国民にサービスが提供

されるよう､当該放送を行う事業者には､サー

ビスエリアにおいて ｢あまねく受信｣できるよ

うに努めることを求めることが適当である ○こ

サービスエリア内のカバー率については､固定

受信機によるサービスエリア内の受信を唯一

の基準とするのではなく､車載端末による移動

体受信や都市部における携帯端末受信のカバ

-率を高めることを評価するなど､事業性に配 
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21頁 2一一12 V-LOWは､V-HIGHと比較すると､電 
波の波長が長く建物等への回り込みやすさに

優れているが､他方､受信用アンテナが長くな

り､携帯電話端末へのアンテナの内蔵に難点が

ある (注 1)ほか､スボラディックE層による
混信 (注 2)の悪影響を受け易いとされている 
(注 1)本懇談会での携帯電話端末メーカー

-の七アリングによれば､現時点の見通しとして

携帯電話端末にV-HIQ､Hに対応するアン

ナを内蔵することは可能であるが､∨-LO
については困難であることから､∨-LOW
対応するチューナーの内蔵は考えていない､

のことであったo

V-LOWでも､

末での受信が可fi

旨､記載すべき.
の発売端末の可烏

性を狭めること(;
○ しい. 
へ 
､

テ

W
に

と

今後の技術革新により携帯

ことを留意し､そ

V-LOWを使用する事業

能性やビジネスモデルの可
こつながらないようにして

端

の 
者

能
ほ

･頁 ブロック｣を誰がどのように区分けをするか (
え

が今後の検討に委ねられている○

この点､ ｢地方ブロック向け放送｣について

① 1の者がすべての地方ブロックで ｢地方プ

ツク向け放送｣を行うこと､又は､すべての

ロックの申請者が連携して申請することを前

とする場合

②地方ブロックの区分けやその地方ブロック
のチャンネル (予備用のチャンネルを含むo

の利用条件を国があらかじめ定め､地方プロ
クごとに放送事業者が申請する場合

ば､どの位の数の県を 1のブロックとするか
例 は､マルチメデイ一

か望まれるが､-:

､､後､道州制問題な 
ロ し､国民のニーフ

ブ え､更に検討する

提

用
)

ツ

け放送｣の区分けについ

ア放送が実現可能な効率的

事業採算性を加味した区分

方で利用者の立場からみて
ど急速に進展することも加

った有効利用等を踏

ことに賛同する｡ 

) 区分けと同時に弓

て

な
け

今
味

ま
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いわゆるハー ド tソフト分離制度の活用を可能 で放送サービスについての極端な差が出ない 
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